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１．事業概要
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団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

栃木県鹿沼市

水道事業

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 38,042 ㎥／日

これまでの主な経営健全化の取組

①経営体制の効率化
　平成18年1月に旧粟野町と市町合併したことにより、市の水道事業は上水道1、簡易水道5の計6事業となっていたが、平成29年4月から簡易
水道を上水道事業に統合し、効率的な経営体制を確立することとした。
②公的資金補償金免除繰上償還の実施
　企業債償還に際し、平成19、20年度に同制度を活用し、848,804千円の繰上償還を実施し、280,401千円の支払利息の軽減を図った。
③収益確保及び経費の削減
  未加入世帯への加入促進対策や料金の収納率向上対策を実施し、収益の確保に努めるとともに、平成29年10月から鹿沼地域の検針及び
請求を毎月から隔月に変更し、委託費や口座振替手数料等の削減を図った。
　この他、検針、開・閉栓、賦課徴収業務、休日・夜間電話受付、施設運転管理業務について、民間委託を導入している。

平 成 29 年 10 月 1 日

計 画 期 間 ：
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～
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供 用 開 始 年 月 日 昭 和 29 年 2 月 14 日

職　　　　　員　　　　　数

事　業　運　営　組　織

（１）料金体系の概要
　口径別の基本料金と従量料金による二部料金制としており、口径25mm以下を家庭用と考え、基本料金に基
本水量を設定している。家庭用は６段階、その他については２～３段階の逓増型従量料金制である。
　また、平成18年1月の旧粟野町との市町合併から旧自治体間で違っていた料金体系を、市内同一料金・同一
サービスの考え方により、平成29年10月から統一するとともに、家庭用の基本水量を10㎥から5㎥とした。
（２）料金体系の考え方
　地方公営企業法の受益者負担の原則に沿った独立採算制及び水道法の適正な原価、健全運営の確保等を
基本に、適正な料金水準を満たす料金体系を設定している。

平成29年4月1日現在の職員数は25名で、内訳は事務職が8名、技術職が12名、技能労務職が5名である。

浄水場設置数

配水池設置数

  地方公営企業法第14条の規定に基づき、市長が行う水道事業の管理者の権限に属する事務を処理させるた
め、水道部を置いている。
　組織は、水道部長の下、水道業務課と水道施設課の2つの課からなり、水道業務課は、総務係と料金係の2
係、水道施設課は、水源係、施設係、給水係の3係である。

鹿沼市水道事業経営戦略

事業の現況

*1　「広域化」とは、①事業統合、②経営の一体化、③管理の一体化、④施設の共同化をいい、それぞれの内容は以下のとおりである。なお、将来の広域化に向けた他団体との勉強会
の設置や人事交流等について説明すべきものがあればその内容も記載すること。
①経営主体も事業も一つに統合された形態、②経営主体は一つだか、認可上、事業は別の形態、③維持管理業務や総務系の事務処理などを共同実施あるいは共同委託等により実施
する形態、④浄水場、配水池、水質試験センターなどの施設を共同保有する形態

694.8

千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率 74.9

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

13

計 画 給 水 人 口 88,500

現 在 給 水 人 口 88,743法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法 適 （ 全 部 ）
昭 和 43 年 4 月 1 日

 表流水 ,  ダム ,  伏流水 ,  地下水 ,  受水 ,  その他 



（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

給水人口の予測

　平成28年度の経営状況は、別紙１及び別紙２の経営分析表に示すとおりである。
　なお、平成29年4月に事業統合を行ったことから、旧上水道（別紙１）、旧簡易水道（別紙２）の別で評価している。

料金収入の見通し

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

１．独立採算制を維持し、将来を見据えた運営組織
　公営企業として、水道事業を効率的に運営するため、民間委託の範囲、官民連携の在り方や水道事業者同士の連携・広域化についての検
討を行う。
２．事務内容や事務量に見合った組織
　増加が予想される施設更新等の事務内容や事務量の検証を行い、それらに柔軟かつ効率的に業務が行える組織体制を構築する。
３．今後における人材育成
　経験豊かな職員が減少し、知識や技術の伝承が途切れることのないよう、中長期的な視点に立った職員教育を実施する。
　併せて、民間事業者の持つノウハウを活用するなど、業務をより効率的に進めることについても検討を行う。

水需要の予測

施設の見通し

組織の見通し

　本市水道事業は、13の浄水場、37の取水井、22の配水池を有している。水源は、全て浅井戸の地下水となっている。
　給水人口及び水需要とも減少が見込まれるため、更新や改修に併せて、施設の統廃合やダウンサイジングについて検討する。
　また、水道事業の広域化を検討する中で、近隣の水道事業者との連携を進める。

　給水人口、水需要とも減少が見込まれるため、料金制度を変えないと、収入が減少し、健全な経営を保てなくなる。したがって、水道事業を
維持するため、逐次料金の見直しを行う。

　 給水人口は、平成27年度の89,198人をピークに、平成29年度は88,550人、平成39年度には83,230人まで減少すると予測される。
　 給水人口の予測は、本市の行政区域内人口推計値及び平成28年度末までの給水普及増加率をもとに0.12％と設定した。

　水需要としての給水量は、平成22年度をピークに減少に転じている。
　一日最大給水量は、平成22年度は35,935㎥であったが、平成28年度は32,593㎥と、9.3パーセント減少している。　一日平均給水量は、平成
22年度は31,248㎥であったが、平成28年度は28,480㎥と、8.9パーセント減少している。
　減少は今後も続く見込みであり、平成39年度には、一日最大給水量が29,030㎥、　一日平均給水量が24,570㎥まで減少すると見込まれる。
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

目 標
　老朽度や重要度を精査し、更新や耐震化を順次進めるとともに、安定した水源を確保しながら、紫外線処理装
置の整備を順次進める。

目 標

　料金制度の最適化を図るとともに、収納率を向上させるための収納方法の検討、水道への加入促進に努めて
いく。
　経営努力による事業コストの縮減はもちろんのこと、補助制度を有効活用しながら、投資の財源となる企業債
の抑制や支払利息の軽減に努め、経営の健全化を図っていく。

②　収支計画のうち財源についての説明

（計画期間内に実施する主な投資の内容）
ア 計画的な施設更新
　老朽管を計画的に更新し漏水を防ぐとともに、更新時期を迎えた第1浄水場の改修を行う。
　また、浄水施設において、順次、施設更新や紫外線処理設備を導入する。
イ 災害に強い施設整備
　「鹿沼市水道施設総合管理計画」に基づき、施設の耐震化を行う。

ア 主な収入の積算の考え方
(ア)料金収入
　　現行料金体系を基本として推計している。
(イ)繰入金
　　旧簡易水道事業の元利償還金について、国の繰出し基準に基づき算出した額を計上している。
(ウ)企業債
　　可能な限り発行額の抑制に努めることを基本に積算している。
(エ)国庫補助金
　　国庫補助基本額を基礎として積算している。

イ　収支計画の策定にあたって反映した財源確保の取組
（ア）公金運用の推進
　　大口定期預金や県債及び国債証券等による資金運用を行い、運用益の確保に努めている。
（イ）料金に関する事項
　　収納率を向上させるため、収納方法の拡充について検討を行う。
（ウ）省エネルギーの推進
　　エネルギー効率の優れた機器更新や再生可能エネルギー利用の検討を行う。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　３　の　と　お　り

主な費用については、以下に示す条件で計上した。
（人件費）
　給料、手当等、法定福利費を人件費として取り扱うものとした。
（経費）
　平成30年度の予算額とした。
（減価償却費）
　平成31年度以降は、既往分（平成28年度までの資産に対する減価償却費）に新規分を加算して算出した。
（支払利息）
　既往分は、平成28年度借入分までの償還計画に基づくものとした。新規分については、年利率2.0％、償還期間30年、半年賦元利均等償還
とした。

１．事業概要
　本市水道事業は昭和27年3月末に水道事業認可を取得し、同年10月8日に起工、昭和29年2月に給水を開始した。その後給水区域の拡張を
進め、現在は第6次拡張事業に取り組んでいる。平成29年4月1日に上水道と簡易水道を統合し、市営水道を一つの事業に集約した。
　現在は、第７次鹿沼市総合計画に掲げる「持続可能な上水道経営」を行うため、主要施策である「経営安定化の推進」、「浄水施設の更新と
充実」、「水道未普及の解消」、「水道管路の健全化」の事業を実施していく。
２．経営理念
　安全でおいしい水を安定的に供給することを基本理念とし、健全な経営を維持しつつ、計画的な施設の更新や耐震化に努め、サービス水準
の向上や環境の保全に配慮していく。
３．基本方針
　老朽化や耐震化に対応する施設更新を行い、安全で安定した水道水の供給が可能となるような施設整備を着実に実施していく。また、経営
に当たっては、より一層の企業努力によりコストの縮減に努めていくのはもちろんのこと、給水量の減少が見込まれるため、更新需要に合わせ
て料金制度の最適化や、現在の浄水場運転などの個別委託から、委託範囲の拡大、包括的委託など、多様な委託方式の導入の可能性を新
たに検討していく。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

動 力 費

職 員 給 与 費

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　大口定期預金や県債及び国債証券等による資金運用を行い、収益（預金利息）を確保している。
　今後もこれらの取組みを継続し、収入増加を図り、健全な事業経営に努めていく。

そ の 他 の 取 組

企 業 債

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

　社会情勢との適合を基本的な考え方とし、人事院勧告や事業の経営状況等を踏まえながら、引き続
き給与の適正化に取り組んでいく。

委 託 料

修 繕 費

繰 入 金

　今後の水需要を的確に把握し、施設更新時に統合可能施設の検討を行う。

　今後の水需要を的確に把握し、使用水量の状況を踏まえたうえで、施設規模や管路の口径、配置
等の合理化を検討していく。

そ の 他 の 取 組

　現行の料金体系では、平成34年度以降に赤字が見込まれることから、料金見直しによる収入の増
額を図るための検討を行う。

　これまでの浄水場運転などの個別委託から、委託範囲の拡大、包括的委託など、多様な委託方式
の導入の可能性を新たに検討していく。

　日頃から適切な保守点検を行うことで施設の長寿命化を図りつつ、市水道施設総合管理計画に基
づき、適切な施設更新を順次行っていく。

　エネルギー効率の優れた機器更新や再生可能エネルギー利用の検討を行う。

　毎年度、投資・財政計画の予測と実績を検証する。その上で3年～5年ごとに、新たな課題や財源確
保等について検証結果に基づいた策定内容の見直しを行い、公開していく。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

　建屋、制御盤、ポンプなど種別ごとに分類し、それぞれの法定耐用年数から資産価値を算出し、資
産台帳の整備を進め、より実践的なマネジメントに取り組む。
　さらに、アセットマネジメントのレベルを継続的に向上させ、効率的な施設の更新を進める。

広 域 化
　平成28年度から始まった「市町村等水道事業広域連携検討会」において検討を開始している。
　また、委託業者や他の水道事業などとの多様な形態における段階的な広域連携を目指した「発展的
広域化」についても、関係者間で調整を図りながら検討を進めていく。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

　可能な限り発行額を抑制することを基本とし、企業債残高対給水収益比率の推移を注視しながら、
後年度負担の増嵩に配慮した適正な借入額の検討を行う。

　これまで一般会計からの繰出しに依存することなく経営を行ってきた。平成29年度からは簡易水道
事業を統合したことにより、元利償還金について、国の繰出し基準に基づく算出額を計上しており、今
後も同様の方針の予定である。

　これまでは、水道料金賦課徴収業務や浄水場運転管理業務などを民間業者へ委託することにより、
職員数削減等による経営の効率化を図ってきた。
　今後、より効率的な経営を進めるために、その委託範囲や官民連携のあり方について検討する。

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成28年度全国平均

（

 

※　平成24年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

別紙１

全体総括

経常収支比率及び料金回収率については、いずれも
100％を超え、平均値を上回る水準を維持している
が、将来的には、人口減少による給水収益の減少が
予想されることから、継続して効率的な経営に取り
組んでいく必要がある。
また、老朽化の状況について、管路経年化率が明ら
かな上昇傾向を示している一方、管路更新率が1％
未満の低い水準にとどまっており、更新ペースが老
朽化の進行に追いついていない状況である。
管路の老朽化は、有収率の低下や水道水の安定供給
に対するリスクに直結するものであるため、更新の
スピードアップが必要である。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

2. 老朽化の状況について

有形固定資産減価償却率については、50％付近で推
移しており、H28は47.63％である。当該指標につい
ては、平準化を考慮した更新を行えば45％前後で推
移すると考えられることから、持続的な更新を行い
現在の水準を維持していくことが重要と考えられ
る。
管路経年化率については、S40年代に整備された管
路が更新時期を迎え、施設の老朽化が急速に進行し
ていることを反映し、H24には6.93％であったもの
が、H28には11.70％と急速に増加している。
一方、管路更新率については、H27の0.59％から、
H28は0.77％と0.18ポイント向上しているが、直近5
年間は1％未満にとどまっており、老朽化の進行に
更新が追い付いていない状況である。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性

A4 非設置

1. 経営の健全性・効率性について

経常収支比率については、H27の133.61％から、H28
は128.94%と4.67ポイント減少しているが、直近5年
間の推移では、H24の128.72％を上回っていること
から、減少傾向は見られず、平均値と比較しても高
い水準を維持している。
将来的には、人口減少により給水収益の減少が予想
されるため、今後も経営の健全性を維持するために
は、費用の削減に努めていく必要がある。
流動比率については、H27の643.39％から、H28は
583.02％と60.37ポイント減少したものの、平均値
の357.82％を上回る水準を維持している。
企業債残高対給水収益比率については、平均値は
H24から減少傾向が続いているが、本市ではH27の
302.09％から、H28には317.78％と15.69ポイント増
加しており、その要因は、H28に行った紫外線処理
施設整備に係る借入によるものである。
料金回収率及び給水原価、施設利用率については、
平均値に比べ良好な数値を維持している。
一方、有収率については、H27の81.63％から、H28
の84.07％と、2.44ポイント向上しているが、平均
値を下回る状況が続いており、より一層の漏水防止
対策が必要な状況である。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

■

自己資本構成比率(％) 普及率(％) －

- 67.69 80.88 2,430 80,006 69.10 1,157.83 【】

資金不足比率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法適用 水道事業

経営比較分析表（平成28年度決算）

人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

栃木県　鹿沼市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分

末端給水事業

管理者の情報

490.64 202.5099,356

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 0.66 0.39 0.74 0.59 0.77

平均値 0.78 0.83 0.72 0.71 0.71

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 128.72 123.68 128.74 133.61 128.94

平均値 108.24 107.80 111.96 112.69 113.16

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 48.15 49.09 50.91 47.62 47.63

平均値 38.69 39.65 45.25 46.27 46.88

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 6.93 7.44 8.47 9.49 11.70

平均値 8.40 9.71 10.71 10.93 13.39

①経常収支比率(％) 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 4.46 4.39 0.41 0.54 0.68

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 1,294.35 1,371.60 631.65 643.39 583.02

平均値 701.00 739.59 335.95 346.59 357.82

270.00

280.00

290.00

300.00

310.00

320.00

330.00

340.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 295.81 295.77 297.59 302.09 317.78

平均値 330.99 324.09 319.82 312.03 307.46

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 123.65 118.61 126.57 131.23 126.80

平均値 100.27 99.46 105.21 105.71 106.01

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

200.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 126.94 132.45 124.36 119.90 124.11

平均値 169.62 171.78 162.59 162.15 162.24

54.00

56.00

58.00

60.00

62.00

64.00

66.00

68.00

70.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 66.74 67.98 65.95 65.64 64.49

平均値 59.88 59.68 59.17 59.34 59.11

76.00

78.00

80.00

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 81.82 80.20 81.70 81.63 84.07

平均値 87.65 87.63 87.60 87.74 87.91

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％) 

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％) 

【114.35】 【0.79】 【262.87】 【270.87】 

【90.22】 【59.94】 【163.27】 【105.59】 

【47.91】 【15.00】 【0.76】 



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成28年度全国平均

（

 

※　平成24年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

・料金回収率・施設利用率は、類似団体と比べて高
い数値となっているが、収益的収支比率・企業債残
高対給水収益比率・有収率・管路更新率は、低い数
値となっている。
・有収率が50%台と低く、経常的に漏水が多発して
いる影響が表れているが、管路の更新は進んでいな
い。また、企業債残高対給水収益比率が徐々に低下
し類似団体を下回るような状況からも、必要な投資
がされていないことが読み取れる。
・H29年度より水道事業と統合されたこともあり、
漏水調査の強化や漏水個所の速やかな修繕及び漏水
多発管の更新など必要な投資を行うことにより、有
収率向上を図るとともに、経営の効率化により費用
の削減を進める。「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

別紙２

2. 老朽化の状況について

・管路更新率は、H28年度は0.33%であり、類似団体
平均の0.80%を大きく下回っている。
・管路の老朽化等による漏水により有収率が低い状
況からも、老朽管等の計画的な更新が必要である。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

・収益的収支比率は、H28年度は68.51%であり、H27
年度の71.11%から2.6ポイント低下した。数値が
100%未満の場合、単年度の収支が赤字であることを
示しており、経営の効率化に向けた努力が必要であ
る。
・企業債残高対給水収益比率は、ここ数年減少傾向
にあり、H27年度より類似団体の数値を下回った。
・料金回収率は、H28年度は60.36%であり、繰出基
準に定める事由以外の繰出金によって収入不足を補
てんしていることになり、更なる経営の効率化が求
められる。
・給水原価は、増加傾向がみられ、H28年度は類似
団体の数値を上回った。
・施設利用率については、H28年度は68.77%で類似
団体を12.58ポイント上回っており、概ね良好であ
る。
・有収率は、H28年度は51.94%であり、類似団体の
77.18%を大きく下回っており、更なる漏水対策が必
要である。「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 該当数値なし 8.82 2,765 8,737 26.23 333.09 【】

490.64 202.50 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法非適用 水道事業 簡易水道事業 D2 非設置 99,356

経営比較分析表（平成28年度決算）
栃木県　鹿沼市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 0.54 1.12 0.86 0.37 0.33

平均値 0.69 0.89 0.98 0.76 0.80

64.00

66.00

68.00

70.00

72.00

74.00

76.00

78.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 76.54 76.59 72.80 71.11 68.51

平均値 73.63 75.71 75.09 75.34 76.65

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 

平均値 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 

平均値 

①収益的収支比率(％) 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 

平均値 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 

平均値 

1,000.00

1,050.00

1,100.00

1,150.00

1,200.00

1,250.00

1,300.00

1,350.00

1,400.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 1,379.18 1,338.14 1,307.51 1,248.70 1,221.94

平均値 1,158.82 1,167.70 1,228.58 1,280.18 1,346.23

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 65.37 66.07 63.05 62.10 60.36

平均値 55.60 54.43 53.81 53.62 53.41

230.00

240.00

250.00

260.00

270.00

280.00

290.00

300.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 253.91 251.52 268.61 277.48 281.63

平均値 275.86 279.80 284.65 287.70 277.40

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 69.76 68.19 67.10 64.49 68.77

平均値 60.66 60.17 58.96 58.10 56.19

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 52.49 54.02 53.72 55.43 51.94

平均値 77.32 76.68 76.58 76.69 77.18

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％) 

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％) 

【76.78】     【1,280.76】 

【74.94】 【56.28】 【314.83】 【53.06】 

    【0.59】 

該当数値なし 該当数値なし 

該当数値なし 該当数値なし 



（現行制度（平成29年度）に変化がないものとして推計）

H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

1,472 1,443 1,417 1,398 1,390 1,389 1,371 1,356 1,344 1,334

1,278 1,247 1,229 1,213 1,198 1,191 1,171 1,156 1,142 1,129

15 13 11 10 9 8 7 6 5 5

137 141 135 133 141 148 151 152 155 158

42 42 42 42 42 42 42 42 42 42

1,437 1,361 1,352 1,354 1,392 1,426 1,443 1,451 1,451 1,450

196 176 176 176 176 176 176 176 176 176

474 474 474 474 474 474 474 474 474 474

618 604 591 588 619 646 658 666 667 667

99 107 111 116 123 130 135 135 134 133

50 0 0 0 0 0 0 0 0 0

35 82 65 44 △ 2 △ 37 △ 72 △ 95 △ 107 △ 116

106 106 105 103 100 97 95 93 93 92

H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

612 823 831 935 960 710 446 602 656 609

443 631 661 712 687 544 279 235 288 240

40 67 43 94 146 43 43 143 143 143

54 50 52 54 52 48 49 149 150 151

75 75 75 75 75 75 75 75 75 75

1,376 1,570 1,638 1,753 1,690 1,398 1,007 1,214 1,369 1,269

1,043 1,261 1,322 1,424 1,374 1,088 699 887 1,021 899

1,003 1,221 1,282 1,384 1,334 1,048 659 847 981 859

40 40 40 40 40 40 40 40 40 40

322 298 305 318 305 299 297 316 337 359

11 11 11 11 11 11 11 11 11 11

△ 764 △ 747 △ 807 △ 818 △ 730 △ 688 △ 561 △ 612 △ 713 △ 660

損益勘定留保資金 480 462 456 455 478 498 503 514 514 512

利益剰余金処分額 214 189 240 243 136 100 4 27 115 75

消費税資本的収支
調整額

70 96 111 120 116 90 54 71 84 73

H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

2,582 2,475 2,300 2,101 1,963 1,826 1,750 1,628 1,406 1,215

　（２）企業債償還金

　（３）その他

資本的収支不足額
　（C)－（D)

補
填
財
源

　（３）出資金

　（４）その他

　２　資本的支出（D)

　（１）建設改良費

　　　①建設費

　　　②人件費

（単位：百万円）

　（１）企業債

１　収益的収支（税抜） （単位：百万円）

区　　分

別紙3

３　資金残高の推移 （単位：百万円）

　（４）支払利息

　（５）その他

純利益（△純損失）
（A）－（B）

区　　分

　１　資本的収入（C)

経常収支比率（％）

２　資本的収支（税込）

　（１）人件費

鹿沼市水道事業収支計画　（平成30年度～39年度）

　２　費　用　（B）

　（２）経費

　（３）減価償却費

　１　収　益　（A）

　（１）料金収入

　（２）他会計補助金

　（３）長期前受金戻入

　（４）その他

区　　分

　（２）国庫支出金

年度末資金残高見込額


